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アジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュースアジア経済法令ニュース No.19-37 

 添付法令資料 1：    モロッコにおける公的債権の回収に関する法律第モロッコにおける公的債権の回収に関する法律第モロッコにおける公的債権の回収に関する法律第モロッコにおける公的債権の回収に関する法律第 15151515----97979797 号を号を号を号を    

        施行する施行する施行する施行する 2000200020002000 年年年年 5555 月月月月 3333 日付勅令第日付勅令第日付勅令第日付勅令第 1111----00000000----175175175175 号号号号（目次） 

 添付法令資料 2：    韓国漁船安全操業法韓国漁船安全操業法韓国漁船安全操業法韓国漁船安全操業法（目次） 

 添付法令資料 3：    中国税務登記管理弁法中国税務登記管理弁法中国税務登記管理弁法中国税務登記管理弁法（目次） 

 添付法令資料 4：独占的独占的独占的独占的行為行為行為行為及び不公正な及び不公正な及び不公正な及び不公正な事事事事業競争に係る事件の処理手続業競争に係る事件の処理手続業競争に係る事件の処理手続業競争に係る事件の処理手続に関すに関すに関すに関するるるる2019201920192019年年年年    

        2222月月月月4444日日日日付付付付インドネシア共インドネシア共インドネシア共インドネシア共和国事業競争監視委員会規和国事業競争監視委員会規和国事業競争監視委員会規和国事業競争監視委員会規定定定定No.1No.1No.1No.1（目次） 

 添付法令資料 5：    鉄道法を合一するベトナム国会事務局の合鉄道法を合一するベトナム国会事務局の合鉄道法を合一するベトナム国会事務局の合鉄道法を合一するベトナム国会事務局の合一文書一文書一文書一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2019年 9月 13日（金） 
 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 肥料を登録した件（農林水産省告示第 805号） 
19.09.09公布 

2 人材育成奨学計画のための贈与に関する日本国政府とパキスタン・イスラム

共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 140号） 
19.09.10公布 

3 カメルーン共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とカメルーン共和国

政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 141号） 
19.09.10公布 

4 インド洋アフリカ諸国におけるサンゴ礁漁業に依存する漁業コミュニティの

強靱性の向上を通じた生計、食料安全保障及び海上保安の強化計画のための贈

与に関する日本国政府と国際連合食糧農業機関との間の書簡の交換に関する

件（外務省告示第 142号） 
19.09.10公布 

5 ザンビア共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とザンビア共和国政府

との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 143号） 
19.09.10公布 

6 人材育成奨学計画のための贈与に関する日本国政府とウズベキスタン共和国

政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 144号） 
19.09.10公布 

7 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 523 号ないし第

525号） 
19.09.11公布 

8 建築士法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 95号） 
19.09.11公布／20.03.01施行 

9 建築士法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令

（政令第 96号） 
19.09.11公布／20.03.01施行 
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10 学校教育法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措

置に関する政令（政令第 97号） 
19.09.11公布／20.04.01施行 

11 愛玩動物看護師法の一部の施行期日を定める政令（政令第 99号） 
19.09.11公布／19.12.01施行 

12 農地中間管理事業の推進に関する法律等の一部を改正する法律の施行期日を

定める政令（政令第 101号） 
19.09.11公布／一部を除き、19.11.01施行 

13 農地中間管理事業の推進に関する法律等の一部を改正する法律の施行に伴う

関係政令の整備に関する政令（政令第 102号） 
19.09.11公布／一部を除き、19.11.01施行 

14 電波法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 103号） 
19.09.11公布／19.10.01施行 

15 自然環境保全法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 104
号） 

19.09.11公布／20.04.01施行 
16 浄化槽法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令（政令第 106号） 

19.09.11公布／20.04.01施行 
17 国道二号線（アンタナナリボ－トアマシナ間）におけるマングル橋及びアン

ツァパザナ橋改修計画のための贈与に関する日本国政府とマダガスカル共和国

政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 145号） 
19.09.12公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 出入境证件身份认证管理办法（试行） 
19.09.11公布 国家移民管理局／同日施行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国银保监会关于印发保险公司关联交易管理办法的通知 

19.08.25 公布 中国銀行保険監督管理委員会 銀保監発[2019]35 号／同日

施行 
 

第 3 ロシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 4 ベトナム 

1 保険経営法を合一する合一文書 
国会事務局の 2019年 6月 25日付第 06/VBHN-VPQH号合一文書 

2 投資法を合一する合一文書 
国会事務局の 2019年 6月 25日付第 08/VBHN-VPQH号合一文書 

3 外国の信用組織及び銀行支店の許可証発行、組織化及び活動に関連を有する

各通知の若干の条項を修正し、又は補充する通知 
ベトナム国家銀行の 2019 年 8 月 21 日付第 13/2019/TT-NHNN 号通知／

19.10.05施行 
 

第 5 韓国 

1 養殖産業発展法 
19.08.27公布 法律第 16568号／20.08.28施行 

2 産業現場の仕事・学習並行支援に関する法律 
19.08.27公布 法律第 16559号／20.08.28施行 

3 野生動物保護及び管理に関する法律施行令一部改正令 
19.09.10公布 大統領令第 30073号／同日施行 

4 青年雇用促進特別法施行令一部改正令 
19.09.10公布 大統領令第 30074号／同日施行 

5 海外建設促進法施行令一部改正令 
19.09.10公布 大統領令第 30075号／同日施行 

6 中国及びインド産ポリエチレンテレフタレート（PET）フィルムに対するダ 
ンピング防止関税の賦課に関する規則 

19.09.11公布 企画財政部令第 750号／同日施行 
7 船舶における汚染防止に関する規則一部改正令 

19.09.11公布 海洋水産部令第 368号／同日施行 
 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 8 タイ 

1 薬剤処方登録の取消に関する保健省の命令第 780/2562号 
19.08.09制定／19.09.06施行 

2 漁船の競売に関する仏暦 2562年（西暦 2019年）の漁業局の規定第 980/2652
号 
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19.07.09制定 
 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 DEPARTMENT OF AGRICULTURE 
  JOINT DA-DAR MEMORANDUM CIRCULAR NO.01 SERIES OF 2019 
  AMENDED DEPARTMENT OF AGRICULTURE (DA) AND 
DEPARTMENT OF AGRARIAN REFORM (DAR) JOINT GUIDELINES 
FOR THE CERTIFICATION OF ELIGIBILITY OF BOND/DEBT 
SECURITIES AND ACCREDITATION OF NON-BANK RURAL 
FINANCIAL INSTITUTIONS   

19.4.29付／官報又は全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 
2 PROFESSIONAL REGULATORY BOARD OF REAL ESTATE SERVICE 
RESOLUTION NO.39 SERIES OF 2019 
  CODE OF ETHICS AND RESPONSIBILITIES FOR REAL ESTATE 
SERVICE PRACTTITIONERS 

19.5.6 付／官報又は全国流通新聞において公布された日から 15 日後に施

行 
 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 通信に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2019年 5月 30日付モン

ゴル国法律 
2 行政的違法行為に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2019 年 5 月

30日付モンゴル国法律 
上記 1の法律の施行日から施行 

3 発展政策計画に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2019年 5 月 30
日付モンゴル国法律 

上記 1の法律の施行日から施行 
4 国家所有又は地方所有に関する法律への変更の導入に関する 2019年 5 月 30
日付モンゴル国法律 

上記 1の法律の施行日から施行 
5 郵便に関する法律への追加及び変更の導入に関する法律の施行手続に関する

2019年 5月 30日付モンゴル国法律 
6 行政的違法行為に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2019 年 5 月
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30日付モンゴル国法律 
上記 5の法律の施行日から施行 

7 モンゴル国の行政及び領域単位並びにその指導管理に関する法律への変更の

導入に関する 2019年 5月 30日付モンゴル国法律 
8 電波に関する法律への追加及び変更の導入に関する 2019年 5月 30日付モン

ゴル国法律 
9 行政的違法行為に関する法律への追加の導入に関する 2019年 5月 30日付モ

ンゴル国法律 
10 モンゴル国の統一的予算の 2020 年予算範囲の声明並びに 2021 年及び 2022
年の予算予測に関する法律 

11 「エルデネト鉱業」有限責任会社の活動に関するモンゴル国とロシア連邦政

府の間において 2004 年 1 月 8 日に締結された条約の批准に関する法律の失効

の認定に関する 2019年 6月 12日付モンゴル国法律 
12 モンゴル国政府とロシア連邦政府の間において 2003 年 7 月 1 日に締結され

た「エルデネト鉱業」有限責任会社の活動に関する協定への追加及び変更の導

入に関するモンゴル国政府とロシア連邦政府の間において 2015 年 10 月 22 日

に締結された協定の批准に関する法律の失効の認定に関する 2019年 6月 12日

付モンゴル国法律 
13 モンゴル国政府とロシア連邦政府の間において 2007年 4月 25日に締結され

た「モンゴル・ロスツヴェトメト」有限責任会社の活動に関する協定への追加

及び変更の導入に関するモンゴル国政府とロシア連邦政府の間において 2015
年10月22日に締結された協定の批准に関する法律の失効の認定に関する2019
年 6月 12日付モンゴル国法律 

14 モンゴル国政府とロシア連邦政府の間において 2009年 1月 16日に締結され

た「モンゴル・ロスツヴェトメト」有限責任会社の活動に関する条約の批准に

関する法律の失効の認定に関する 2019年 6月 12日付モンゴル国法律 
15 行政通則法（2015 年 6 月 19 日付モンゴル国法律）への変更の導入に関する

法律への変更の導入に関する 2019年 6月 13日付モンゴル国法律 
 

第 13 カザフスタン 

1 医療製品の技術試用の実施規則の承認に関するカザフスタン共和国保健相の

命令 
2019年 9月 6日付No.QR DSM-124 同月 10日法務省登録 No.19356／

公布の日から 10暦日の経過後に施行 
 

第 14 ウズベキスタン 

1 市民に対する法律情報の提供及び法律扶助制度の更なる改善に係る措置に関

するウズベキスタン共和国内閣決定 
2019年 9月 6日付No.741／同日施行 

2 ウズベキスタン共和国における公証制度の根本的な改革に係る措置に関する

ウズベキスタン共和国大統領令 
2019年 9月 9日付No.UP-5816／同月 10日施行 
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3 原子力の平和のための利用に関するウズベキスタン共和国法律 
2019年 9月 9日付No.ZRU-565／同月 10日施行 

4 消費者権利保護の法制度及び機関的制度の根本的な改善に係る措置に関する

ウズベキスタン共和国大統領令 
2019年 9月 11日付No.UP-5817／同月 12日施行 

5 いくつかのウズベキスタン共和国大統領法規への変更及び追加の導入に関す

るウズベキスタン共和国大統領令 
2019年 9月 5日付No.UP-5811／同月 6日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 
 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
 

第 17 ミャンマー 

1 連邦司法法の第 4次改正法 
19.08.20制定 2019年連邦議会法律第 25号  

2 投資及び対外経済関係省投資及び会社管理局通知第 82/2019号[自主的解散し

た会社のリストの発布] 
19.09.10制定 

3 国民文書及び記録法草案を公表する件 
19.06.07制定 連邦議会事務局通知第 47/2019号 

 

第 18 添付法令資料 

   1 モロッコにおける公的債権の回収に関する法律第モロッコにおける公的債権の回収に関する法律第モロッコにおける公的債権の回収に関する法律第モロッコにおける公的債権の回収に関する法律第 15151515----97979797 号を施行する号を施行する号を施行する号を施行する 2000200020002000

年年年年 5555 月月月月 3333 日付勅令第日付勅令第日付勅令第日付勅令第 1111----00000000----175175175175 号号号号（目次）    

   2韓国漁船安全操業法韓国漁船安全操業法韓国漁船安全操業法韓国漁船安全操業法（目次）    

   3中国税務登記管理弁法中国税務登記管理弁法中国税務登記管理弁法中国税務登記管理弁法（目次） 

   4 独占的行為及び不公正な事業競争に係る事件の処理手続に関する独占的行為及び不公正な事業競争に係る事件の処理手続に関する独占的行為及び不公正な事業競争に係る事件の処理手続に関する独占的行為及び不公正な事業競争に係る事件の処理手続に関する 2019201920192019 年年年年 2222

月月月月 4444 日付インドネシア共和国事業競争監視委員会規定日付インドネシア共和国事業競争監視委員会規定日付インドネシア共和国事業競争監視委員会規定日付インドネシア共和国事業競争監視委員会規定 No.1No.1No.1No.1（目次）    

   5鉄道法を合鉄道法を合鉄道法を合鉄道法を合一するベトナム国会事務局の合一文書一するベトナム国会事務局の合一文書一するベトナム国会事務局の合一文書一するベトナム国会事務局の合一文書（目次）    

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 
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瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 
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山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 
 


